
【フラット３５】地域連携型利用申請書の手引

1. 地域連携型利用申請書必要事項を記入してください。

①利用申請書
➁利用対象証明書（金融機関提出用）
➂利用対象証明書（申請者用）

すべて同封の上、申請者宛の返信用封筒を同封し、郵送でご提出ください。※持参不可
交付申請書と同時送付も可能です。

2. 注意事項

※ 配達状況が確認できる方法（簡易書留等）でご提出ください。

※ 返信用の封筒（切手貼付）を必ず同封してください。
なお、返信用封筒の宛先は、必ず建築主（交付申請者）の住所をご記入ください。
宛名は、手続代行者ではありません。
宛先相違の場合、返信用封筒を再度ご送付いただきます。

※ 発行には３週間ほどかかります。

3. 申請書の送付先
＜送付先＞
163-0817
東京都新宿区西新宿2-4-1 新宿NSビル17階
東京都地球温暖化防止活動推進センター
東京ゼロエミ住宅助成金 フラット35係



記 入 例

※内容を確認の上、該当箇所にチェックをご記入ください。

（書式適用日）令和６年10月１日

③ 【フラット３５】の要件に合致しない場合、【フラット３５】地域連携型の利用ができないこと。

④
本申請に関する情報（申請者及び補助申請者の情報を含む。）は、【フラット３５】地域連携型及び補助事業等の実施のた
めに必要な範囲で地方公共団体と住宅金融支援機構が共有すること。

（地方公共団体使用欄）
受付欄

② 補助事業等の対象とならない場合、【フラット３５】地域連携型の利用ができないことがあること。

□ 東京ゼロエミ住宅指針において規定する「水準A又は水準B」に該当することを誓約します。

提出書類（いずれかにチェック）

□ 本申請書提出時点で、交付申請書類は提出済みです。

□
本申請書提出時点では、交付申請書類を提出していないため、本申請書の提出と合わせて、助成対象であることを証明す
る資料（交付申請書類）を提出します。

承諾事項

□ 次の①から④までの全ての事項について承諾します。

① 【フラット３５】地域連携型のお申込人は個人であること。

□
【フラット３５】地域連携型を利用するに当たって、上記補助事業等の利用要件を満たしていることを誓約します。
現時点で合致していない要件につきましては、補助申請時には満たすことを誓約します。

建築主
（交付申請者）

氏名又は法人名

住所

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

交付決定番号
※交付決定済みの場合のみ記入

取得する住宅の所在地
（地名地番）

補助事業等名 東京ゼロエミ住宅普及促進事業（水準A又は水準Bに限る）

誓約事項

)

)ＴＥＬ ( ) － ( ) － (

【フラット３５】地域連携型利用申請書

　【フラット３５】地域連携型を利用するため、「【フラット３５】地域連携型利用対
象証明書」の発行を申請します。

※太枠内をご記入ください。

　 申請者
（【フラット３５】の
　お申込人）

※【フラット３５】の
お申込み人が２人
の場合は、いずれ
かの方がご記入く
ださい。

氏　　名

フリガナ

住所 〒（ －

月 日

＜東京都事務委託先＞
公益財団法人東京都環境公社
　　　　理事長　小川　謙司 殿

年

[地域連携型第２号書式]

（地方公共団体名）
申請日

記入日を記入してください。

東京ゼロエミ住宅設計確認書に記載されている、

建築主の氏名又は法人名、住所を記入してください。

東京ゼロエミ住宅設計確認書の「住宅の位置」を記入してください。

郵便番号及び住所を記入してください。

チェック項目の内容をついて、

ご確認のうえ、記入してください。



記 入 例
[地域連携型第３－１号書式] 金融機関提出用

【フラット３５】地域連携型利用対象証明書
（融資申込者名）

殿

（地方公共団体名）

＜東京都事務委託先＞
公益財団法人東京都環境公社
　　　　理事長　小川　謙司

印

日に提出された「【フラット３５】地域連携型利用申請書」

による申請につきまして、次のとおり【フラット３５】地域連携型の利用対象とな
ることを証明します。

発行日 発行番号年 月

年 月

日

0 0 6事業番号 1 1 －

【フラット３５】
地域連携型
の種別※

□ １．子育て支援　（連携政策分野：子育て支援、若年子育て、近居、同居）

□ ２．空き家対策　（連携政策分野：空き家対策）

☑ ３．地域活性化　（連携政策分野：上記以外）

0 1 － 2 1 11 3

取得する住宅の
所在地

（地名地番）

補助事業等名 東京ゼロエミ住宅普及促進事業（水準A又は水準Bに限る）

連絡事項

①
本証明書は、【フラット３５】のご契約時までに取扱金融機関にご提
出ください。ご提出されない場合、【フラット３５】地域連携型をご利
用いただけませんので、ご注意ください。

②
本証明書の発行後、上記補助事業等の対象とならなくなった場
合、　【フラット３５】地域連携型の利用ができないことがありますの
でご注意ください。

（書式適用日）令和６年10月１日

※融資申込者及び金融機関が、「地域連携」欄に記載・入力するコード:
                                          １．子育て支援「02」、２．空き家対策「04」、３．地域活性化「03」

金融機関使用欄

受付欄 備考

第２号様式の申請者名を記入してください。

年月日欄は、記入しないでください。

発行日・発行番号は、記入しないでください。

東京ゼロエミ住宅設計確認書の「住宅の位置」を記入してください。
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殿

[地域連携型第３－２号書式] 申請者用

【フラット３５】地域連携型利用対象証明書
（融資申込者名）

（地方公共団体名）

＜東京都事務委託先＞
公益財団法人東京都環境公社
　　　　理事長　小川　謙司

印

日に提出された「【フラット３５】地域連携型利用申請書」

による申請につきまして、次のとおり【フラット３５】地域連携型の利用対象とな
ることを証明します。

発行日 発行番号年 月

年 月

日

0 0 6事業番号 1 1 －

【フラット３５】地域連携
型の種別

□ １．子育て支援　（連携政策分野：子育て支援、若年子育て、近居、同居）

□ ２．空き家対策　（連携政策分野：空き家対策）

☑ ３．地域活性化　（連携政策分野：上記以外）

0 1 － 2 1 11 3

（書式適用日）令和６年10月１日

取得する住宅の所在地
（地名地番）

補助事業等名 東京ゼロエミ住宅普及促進事業（水準A又は水準Bに限る）

連絡事項

①
本証明書の金融機関提出用は、【フラット３５】のご契約時までに取
扱金融機関にご提出ください。ご提出されない場合、【フラット３５】
地域連携型をご利用いただけませんので、ご注意ください。

②
本証明書の発行後、上記補助事業等の対象とならなくなった場
合、　【フラット３５】地域連携型の利用ができないことがありますの
でご注意ください。

第２号様式の申請者名を記入してください。

年月日欄は、記入しないでください。

発行日・発行番号は、記入しないでください。

東京ゼロエミ住宅設計確認書の「住宅の位置」を記入してください。
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